
感染症対策の強化 

(感染症の予防及びまん延の防止のための措置) 

運営基準第二十一条の二 指定居宅介護支援事業者は、当該指定居宅介護支援事業所にお

いて感染症が発生し、又はまん延しないように、次の各号に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

一 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を

検討する委員会(テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。)をおおむね六

月に一回以上開催するとともに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ること。 

二 当該指定居宅介護支援事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を

整備すること。 

三 当該指定居宅介護支援事業所において、介護支援専門員に対し、感染症の予防及びまん

延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。 

 

解釈通知第二の３（16） 

感染症の予防及びまん延の防止のための措置 

基準第 21 条の２に規定する感染症が発生し、又はまん延しないように講ずるべき措置に

ついては、具体的には次のイからハまでの取扱いとすること。各事項について、同項に基づ

き事業所に実施が求められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うこ

とも差し支えない。なお、感染症の予防及びまん延の防止のための措置に係る義務付けの適 

用に当たっては、令和３年改正省令附則第４条において、３年間の経過措置を設けており、

令和６年３月 31 日までの間は、努力義務とされている。 

イ 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会 

当該事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（以下

「感染対策委員会」という。）であり、感染対策の知識を有する者を含む、幅広い職種によ

り構成することが望ましく、特に、感染症対策の知識を有する者については外部の者も含め

積極的に参画を得ることが望ましい。構成メンバーの責任及び役割分担を明確にするとと

もに、専任の感染対策を担当する者（以下「感染対策担当者」という。）を決めておくこと

が必要である。感染対策委員会は、利用者の状況など事業所の状況に応じ、おおむね６月に

１回以上、定期的に開催するとともに、感染症が流行する時期等を勘案して必要に応じ随時

開催する必要がある。感染対策委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるも 

のとする。この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン」等を遵守すること。なお、感染対策委員会は、他の会議体を設置してい

る場合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。また、事業所に実施が求

められるものであるが、他のサービス事業者との連携等により行うことも差し支えない。感



染対策委員会は、居宅介護支援事業所の従業者が１名である場合は、ロの指針を整備するこ

とで、委員会を開催しないことも差し支えない。この場合にあっては、指針の整備について、

外部の感染管理等の専門家等と積極的に連携することが望ましい。 

ロ 感染症の予防及びまん延の防止のための指針 

当該事業所における「感染症の予防及びまん延の防止のための指針」には、平常時の対策及

び発生時の対応を規定する。平常時の対策としては、事業所内の衛生管理（環境の整備等）、

ケアにかかる感染対策（手洗い、標準的な予防策）等、発生時の対応としては、発生状況の

把握、感染拡大の防止、医療機関や保健所、市町村における事業所関係課等の関係機関との

連携、行政等への報告等が想定される。また、発生時における事業所内の連絡体制や上記の

関係機関への連絡体制を整備し、明記しておくことも必要である。なお、それぞれの項目の

記載内容の例については、「介護現場における感染対策の手引き」を参照されたい。 

ハ 感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練 

介護支援専門員等に対する「感染症の予防及びまん延の防止のための研修」の内容は、感染

対策の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、当該事業所における指針に基

づいた衛生管理の徹底や衛生的なケアの励行を行うものとする。職員教育を組織的に浸透

させていくためには、当該事業所が定期的な教育（年１回以上）を開催するとともに、新規

採用時には感染対策研修を実施することが望ましい。また、研修の実施内容についても記録

することが必要である。なお、研修の実施は、厚生労働省「介護施設・事業所の職員向け感

染症対策力向上のための研修教材」等を活用するなど、事業所内で行うものでも差し支えな

く、当該事業所の実態に応じ行うこと。また、平時から、実際に感染症が発生した場合を想

定し、発生時の対応について、訓練（シミュレーション）を定期的（年１回以上）に行う 

ことが必要である。訓練においては、感染症発生時において迅速に行動できるよう、発生時

の対応を定めた指針及び研修内容に基づき、事業所内の役割分担の確認や、感染対策をした

上でのケアの演習などを実施するものとする。訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問

わないものの、机上及び実地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適

切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


